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第１章 人口ビジョンの概要 

１． 策定の目的 

2008 年に始まった日本の人口減少は、今後若年人口の減少と老年人口の増加を伴いながら加

速度的に進行し、2040 年代には毎年 100 万人程度の減少スピードになると推計されています。 

特に、生産年齢人口の減少による経済規模の縮小、高齢者の増加による社会保障費の増加など、

人口減少は経済社会にも大きな影響を及ぼすこととなります。 

この現状を打破すべく、国は 2014 年 12 月に、国と地方が総力を挙げて地方創生・人口減少

克服に取り組む上での指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」、地方創生のための施

策の基本的方向や具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しま

した。 

この国の長期ビジョンにおいては、国全体の人口動向を踏まえ、おおむね 50 年後の 2060 年

に１億人程度の人口を維持することを目標としています。 

本町においても、こうした国の指針等を受け、人口の現状を分析するとともに、今後目指すべ

き方向を示す「立山町人口ビジョン」を策定しました。 

 

■「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」における我が国の人口の推移と長期的な見通し 

 
出典：まち・ひと・しごと創生本部「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」（概要） 
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２． 位置づけ 

立山町人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し、本町

における人口の現状分析を行い、人口に関する住民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向

と人口の将来展望を示すものです。 

立山町が、地域や事業者、各種団体と連携して取り組む施策や政策目標を定める「立山町総合

計画」（以下、総合計画という。）の策定における基礎資料となるだけでなく、本町における様々

な課題への解決に向けた基礎資料となるよう策定するものです。 

 

３． 計画期間 

人口減少対策という課題解決を図るためには長期的な視点が必要であることから、立山町人口

ビジョンにおいても、国の長期ビジョンや富山県の人口ビジョンと同様に 2060 年までを計画期

間としています。 

なお、2019 年 12 月に国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」が改訂されたことを踏

まえるとともに、第 10 次立山町総合計画の策定にあたり、2021 年３月に改訂を行いました（第

２次人口ビジョン）。 

この度、第３次総合戦略を含む第 10 次立山町総合計画後期基本計画の策定を踏まえ、改訂を

行います（第３次人口ビジョン）。 

 

■位置づけと計画期間 
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年度～ 

 

 

人口の将来展望を示すもの 
                        ～2060 

基本構想（目指すべき将来の町の姿を示すもの） 
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 総合戦略（５年間に重点的に取り組む事業群を示すもの） 
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第２章 将来展望の見通し 

１． 第２次立山町人口ビジョンにおける将来展望と現状の比較 

 総人口の比較 

立山町（以下、本町という。）の国勢調査人口は、2010 年の 27,466 人から、2015 年の 26,317

人まで、５年間で 1,149 人減少しており、将来展望人口（第１次）を 300 人程度下回っていま

した。それを踏まえ、第２次立山町人口ビジョンにおいては展望人口を 2025 年の展望人口を

23,600 人としています。 

参考に、住民基本台帳人口を見ると、2010 年から 2015 年の５年間で 952 人、2015 年か

ら 2020 年の５年間で 1,229 人、2020 年から 2025 年の 5 年間では 1,386 人減少しており、

近年減少スピードが加速しています。国勢調査人口が住民基本台帳人口と同様に減少したとする

場合、2025 年には、将来展望人口（第２次）を 200 人程度下回ることになります。 

 

■総人口の推移（人数） 

 
各年 10月１日現在 

出典：将来展望人口（第 2次） 「立山町人口ビジョン（第 2次）」、国勢調査人口 総務省統計局「国勢調査」、 

住民基本台帳人口 「住民基本台帳」 

 

※住民基本台帳人口は、2012年以前は外国人を含まない 

※2025年の参考値として、富山県「とやま統計ワールド『人口移動調査』」に基づく総人口を記載 

※「とやま統計ワールド『人口移動調査』」の総人口は、国勢調査の数値にその後の移動数（住民基本台帳より）を加減することで推

計したもの  

以下、同じ 
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 第２次立山町人口ビジョンにおける人口の将来展望と国における長期推計 

前述のとおり、本町の人口は減少傾向が続いており、将来展望（第２次）を下回る水準で推移

しています。一方で、国立社会保障・人口問題研究所が公表する「日本の地域別将来推計人口」

における本町の推計人口についても、2018 年推計結果と 2023 年推計結果を比較すると、若干

上方修正はされているものの 2030 年の目標人口よりは若干下回っており、人口減少が進展する

ことが見込まれています。 

 

■第２次立山町人口ビジョンにおける人口の将来展望と国における長期推計の比較 

 

出典：将来展望人口（第２次） 「立山町人口ビジョン（第 2次）」、 

社人研推計（2018年、2023年） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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２． 第３次立山町人口ビジョンにおける人口の将来展望 

前項を踏まえ、2023 年の国立社会保障・人口問題研究所の推計結果以上の人口を維持するこ

とを第 3 次立山町人口ビジョンにおける人口の将来展望とし、合計特殊出生率の向上と転出超過

傾向にある社会減対策を同時に進め、できる限り将来人口の減少を抑制するとともに、関係人口

の創出を進めることで、町の活力維持に努めることとします。 

なお、第 10 次立山町総合計画基本構想の計画期間の最終年度である 2030 年時点の人口の将

来展望は、22,200 人としています。これは第２次立山町人口ビジョンにおける 2030 年時点の

目標人口と変わりません。 

🔶人口の将来展望 

  
出典：将来展望人口（第 1次） 「立山町人口ビジョン（第１次）」、 

将来展望人口（第２次） 「立山町人口ビジョン（第 2次）」、 

社人研推計（2023年） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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【参考：将来人口推計の設定】 

 
社人研推計 

（2018 年） 

将来展望 

（第２次） 

社人研推計 

（2023 年） 

将来展望 

（第 3 次） 

概要 

国立社会保障・人口問

題研究所「日本の地域

別将来推計人口

（2018 年推計）」 

第２次立山町人口ビジ

ョンにおける将来展望 

国立社会保障・人口問

題研究所「日本の地域

別将来推計人口

（2023 年推計）」 

第 3 次立山町人口ビジ

ョンにおける将来展望 

① 
基準人口 

2015 年国勢調査人口 2020 年国勢調査人口 

② 
将来の生残率 

将来の都道府県および

市区町村の相対的格差

の仮定値と、「日本の将

来推計人口（2017 年

推計）」による将来の男

女・年齢別生残率を用

いて、仮定値を設定。 

「社人研推計（2018

年）」に準拠し、設定。 

※2050 年以降は、

2045 年の値を適用。 

将来の都道府県および

市区町村の相対的格差

の仮定値と、「日本の将

来推計人口（2023 年

推計）」による将来の男

女・年齢別生残率を用

いて、仮定値を設定。 

「社人研推計（2023

年）」に準拠し、設定。 

※2050 年以降は、

2045 年の値を適用。 

③ 
将来の純移動率 

2010～2015 年に観

察された各地域の人口

移動傾向を反映した初

期値を設定。 

転出率は、初期値が推

計期間中一貫して継続

すると仮定。 

配分率は、初期値を基

準として、推計期間中に

おける転入元となる他地

域の人口分布の変化や

推計対象地域の人口の

全国人口に占めるシェア

の変化を考慮する形で

仮定値を設定。 

「社人研推計（2018

年）」に準拠し、設定。 

※純移動率に換算して

設定。 

※2050 年以降は、

2045 年の値を適用。 

2005～2020 年に観

察された各地域の人口

移動傾向を反映した平

均的な人口移動傾向を

もとに初期値を設定。 

上述の直近３期間の平

均的な人口移動傾向が

将来に投影されると仮

定。 

「社人研推計（2023

年）」に準拠した上で、

移動が超過（転出増）

となっている年代層は施

策により転出が抑制され

るとして移動率を設定。 

※純移動率に換算して

設定 

※ 2050 年 以 降 は 、

2045 年の値を適用。 

④ 
将来の 
子ども女性比 
 
※「将来展望（第

２・３次）」は、

合計特殊出生率

により設定。 

「日本の将来推計人口

（2017 年推計）」によ

り算出された全国の子ど

も女性比の推移にあわ

せて設定。2015 年の全

国の子ども女性比と自

治体の子ども女性比との

相対的格差をとり、その

相対的格差が 2020 年

以降 2045 年まで一定

として仮定値を設定。 

合 計 特 殊 出 生 率 が

2020 年 1.36 か ら

2025年1.40に上昇す

ると仮定。（2025 年以

降一定） 

「日本の将来推計人口

（2023 年推計）」によ

り算出された全国の子ど

も女性比の推移にあわ

せて設定。2020 年の全

国の子ども女性比と自

治体の子ども女性比との

相対的格差をとり、その

相対的格差が 2020 年

以降 2045 年まで一定

として仮定値を設定。 

合 計 特 殊 出 生 率 が

2025 年 1.18（直近

年度平均値活用）、

2030 年 1.30、2035

年 1.35 、 2040 年

1.40 で推移すると仮

定。（2040 年以降一

定） 

⑤ 
将来の 
0-4 歳性比 

「日本の将来推計人口

（2017 年推計）」によ

り算出された全国の 0～

4 歳性比を各年次の仮

定値として設定。 

「社人研推計（2018

年）」に準拠し、設定。 

「日本の将来推計人口

（2023 年推計）」によ

り算出された全国の 0～

4 歳性比を各年次の仮

定値として設定。 

「社人研推計（2023

年）」に準拠し、設定。 

⑥ 
推計期間 

2015 年～ 

2045 年まで 

2015 年～ 

2060 年まで 

2020 年～ 

2050 年まで 

2015 年～ 

2060 年まで 
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第３章 立山町の人口動向の現状と課題 

１． 総人口等の状況 

 総人口・年齢３区分別人口の推移 

本町の 1955 年から 2020 年までの総人口の推移を見ると、総人口は黒部ダム建設による人

口増の影響があった 1960 年の 31,285 人をピークに、1965 年の 27,886 人からおおむね横

ばいで推移していましたが、近年は減少を続け、2020 年には 24,792 人となっています。 

年齢３区分別人口の推移を見ると、年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）が減

少を続ける一方、老年人口（65 歳以上）は増加しており、老年人口割合は 1955 年の 5.8％か

ら、2020 年には 33.4％まで上昇しています。なお、1995 年には老年人口（65 歳以上）が年

少人口（０～14 歳）を上回り、その差は年々開いています。また、生産年齢人口（15～64 歳）

は近年減少傾向が強くなっています。 

 

■総人口・年齢３区分別人口の推移 

 

※各年 10月１日現在 

※総人口には、年齢不詳の人口を含む 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

 

■年齢３区分別人口割合の推移 

 

※各年 10月１日現在 

※構成比は、年齢不詳の人口を除いて算出している 

※四捨五入の関係で内訳の合計が 100％にならない場合がある 

出典：総務省統計局「国勢調査」  
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生産年齢人口（15～64歳） 61.2 66.8 69.1 70.3 68.4 66.9 66.6
老年人口（65歳以上） 5.8 6.0 7.4 8.9 10.3 12.0 13.3
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 人口ピラミッドによる人口構造の比較 

本町の人口構造を 1990 年と近年で比較すると、10 歳代以下の人口減少、60 歳代以上の人口

増加が著しく、40 歳代前後にあった人口のボリュームゾーンが 70 歳代前後に移動しています。 

■人口ピラミッドによる人口構造の比較 

＜1990年＞ 

 

＜2010年、2015年、2020年＞ 

 

※各年 10月１日現在 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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２． 自然動態・社会動態の状況 

 自然動態（出生・死亡）の推移 

本町の 2005 年から 2024 年までの自然動態の推移を見ると、一貫して死亡数が出生数を上

回る自然減となっており、2023 年は若干減少していますが、その幅は拡大傾向にあります。 

 

■自然動態（出生・死亡）の推移 

 
※各年 10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

 社会動態（転入・転出）の推移 

本町の 2005 年から 2023 年までの社会動態の推移を見ると、2006 年以降は、2016 年を除

いて、転出数が転入数を上回る社会減となっています。2021 年以降は社会減が進展していまし

たが、2024 年には 4 人まで社会減が抑制されています。 

 

■社会動態（転入・転出）の推移 

 

※各年 10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

出典：「統計たてやま」 
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 人口増減の推移 

本町の 2005 年から 2024 年までの人口増減の推移を見ると、2005 年以降は人口減が続いて

います。 

 

■人口増減の推移 

 

※各年 10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

出典：「統計たてやま」 

 

 年齢階級別の人口移動の状況 

本町の 2024 年の年齢別の人口移動の状況を見ると、主に大学進学・就職から子育て期となる

20 歳代、30 歳代の移動が多くなっています。なかでも 20 歳代は転出数が非常に多く、転出超

過数が比較的多くなっています。 

 

■年齢階級別の人口移動の状況（2024年） 

 

※10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

出典：富山県「とやま統計ワールド『人口移動調査』」 
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 地域ブロック別の人口移動の推移 

本町の地域ブロック別の人口移動の状況を見ると、富山県内での移動が多く、全体の６割程度

を占めています。そのほか、中部や東京圏などとの移動が多い傾向にあります。2024 年には、

人口移動の転出傾向が抑制され、全体で 1 人の転出超過となっています。 

 

■地域ブロック別の人口移動の推移 

 

 

※各年 10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

出典：富山県「とやま統計ワールド『人口移動調査』」 
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 県内での人口移動の推移 

本町の県内で人口移動の状況を見ると、富山市との移動が多く、全体の７割程度を占めていま

す。そのほか、近隣の上市町などとの移動が多い傾向にあります。2023 年は、富山市から 18 人

の転入超過となっていましたが、2021 年、2022 年、2024 年はそれぞれ 2 人、30 人、14 人

の転出超過となっています。 

 

■県内での人口移動の推移 

 
※各年 10月１日時点（前年 10月～当該年９月） 

出典：富山県「とやま統計ワールド『人口移動調査』」 

 

 

  

単位：人

2021年 2022年 2023年 2024年 2021年 2022年 2023年 2024年 2021年 2022年 2023年 2024年
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３． 結婚・出産の状況 

 合計特殊出生率の推移 

本町の合計特殊出生率（１人の女性が生涯に産む平均出産数）は、2018～2022 年の期間平

均で 1.41 と、県平均（1.45）を下回ったものの、全国平均（1.33）を上回りました。1983～

1987 年の期間以降、立山町は県平均を下回る水準で推移しています。2003 年～2007 年の期

間以降、若干増加傾向にありましたが、直近の 2024 年は 0.89 と急激に減少しています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 
※ベイズ推定による合計特殊出生率 

出典：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」 

 女性における年齢階級別未婚率の推移 

本町の女性における年齢階級別未婚率の推移を見ると、2005 年から 2015 年はどの年齢階級

でも未婚率が上昇していましたが、2020 年は 20 代後半を除いて低下しました。2000 年から

2020 年にかけて、20 歳代前半を除く年齢階級で 10%以上上昇しています。 

 

■女性における年齢階級別未婚率の推移 

 

※配偶関係「不詳」を除いて算出している 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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４． 産業・就労の状況 

 産業別就業者数の推移 

本町の産業別就業者数の推移を見ると、第一次産業と第二次産業は、概ね減少傾向で推移して

います。一方、第三次産業は、2005 年まで増加していましたが、2010 年以降は減少していま

す。 

産業別就業者構成割合を本町、富山県、全国で比較すると、本町では富山県と全国に比べて、

第一次産業の割合が高くなっています。 

 

■産業別就業者数の推移 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

 

■産業別就業者構成割合の比較 

 
※分類不能の産業を除いて算出している 

※四捨五入の関係で内訳の合計が 100％にならない場合がある 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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 産業別男女別の就業者数の状況 

本町の産業別男女別の就業者数を見ると、男性は「製造業」が最も多く、次いで「建設業」、「卸

売業、小売業」となっています。また、女性は「医療、福祉」が最も多く、次いで「製造業」、「卸

売業、小売業」となっています。 

 

■産業別男女別の就業者数（2020年） 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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 産業別の年齢階級別就業者割合の状況 

本町の産業別の年齢階級別就業者割合を見ると、全体では 40 歳代の就業者割合が最も高く、

約１／４を占めています。産業別では、「農業」就業者の高齢化が著しく、70 歳以上が 54.3％、

60～69 歳が 27.5％と、60 歳以上の就業者が８割以上を占めています。 

 

■産業別の年齢階級別就業者割合（2020年） 

 

※四捨五入の関係で内訳の合計が 100％にならない場合がある 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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 女性における年齢階級別労働力率の状況 

本町の女性における年齢階級別労働力率を見ると、20 歳代後半から 50 歳代後半で 80％以上

の労働力率となっています。60 歳代から労働力率は大きく減少していきます。 

富山県、全国に比べると、本町は全体的に労働力率が高く、結婚・出産・子育て期に労働力率

が一旦低下する「Ｍ字カーブ傾向」はほとんど同等です。 

 

■女性における年齢階級別労働力率（2020年） 

 

※労働力状態「不詳」を除いて算出している 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

 

  

10.8 

78.4 

92.6 
87.9 85.5 

91.5 91.2 87.6 
83.2 

68.9 

42.9 

31.8 

17.0 
7.9 

2.3

0

20

40

60

80

100

全国 富山県 立山町

（％）



18 

５． 将来展望実現に向けた課題 

 

●若年層の UIJターン促進 

本町では、20 歳代、30 歳代の移動が多くなっています。なかでも 20 歳代は転出数が非常に

多く、転出超過数が比較的多くなっており、進学・就職を機に町を離れてしまう若年層が多いこ

とがうかがえます。 

このため、進学を機に町を離れ首都圏等で学んだ学生や、既に首都圏等で働き知識や経験を蓄

積した若年層に町の担い手として活躍してもらい、活力を生み出していけるよう、立山町へのUIJ

ターンを促進することが求められます。 

 

●出生数の減少抑制 

本町では、20 代、30 代の女性の人口減少が進んでおり、出生数も減少傾向にあります。 

一方、女性の就業率は、非常に高く、共働き世帯が多いことがうかがえます。 

このため、新婚世帯や子育て世帯の移住・定住を促進するとともに、核家族や共働き家庭、ひ

とり親家庭の増加等に伴う、子育て支援へのニーズの多様化や子育て家庭の孤立、育児への不安

や負担の増加等に対し安心して子育てができるよう支援し、出生数の減少を抑制することが求め

られます。 

 

●県外からの転入の促進 

本町では、人口移動の大部分を占める県内移動は、転出入の差が小さい状況にありますが、県

外移動は、東京圏や中部を中心に、大幅な転出超過が続いています。 

このため、県外からの移住への支援や、町での暮らしの情報発信などにより、県外からの転入

を促進することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


